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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

 

回次
第８期

第２四半期
連結累計期間

第９期
第２四半期
連結累計期間

第８期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 650,478 663,140 1,334,625

経常利益 (百万円) 350,645 368,497 750,077

四半期(当期)純利益 (百万円) 80,080 88,747 183,690

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 163,753 127,577 345,672

純資産額 (百万円) 2,824,991 3,121,655 2,996,036

総資産額 (百万円) 3,774,957 4,223,741 4,038,139

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 54.84 60.77 125.78

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 69.7 68.8 69.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 71,220 119,249 213,513

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △188,489 △114,287 △395,555

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 25,393 3,253 48,961

現金及び現金同等物の
四半期(期末)残高

(百万円) 156,064 129,077 117,530

     

回次
第８期

第２四半期
連結会計期間

第９期
第２四半期
連結会計期間  

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日  

１株当たり四半期純利益金額 (円) 34.30 24.86
 

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、平成25年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき400株の割合で株式分割を行っておりま

す。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期(当期)純利

益金額を算定しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれて

いる事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関す

る事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証

券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、政府や日本銀行の各種政策の効果等から企業収

益や雇用情勢が改善するなど、景気は緩やかな回復基調が続きました。先行きについては、消費税引

き上げに伴う駆け込み需要の反動の長期化や海外景気の下振れリスクなどもあり、不透明な状況と

なっております。　

当社グループの業績に大きな影響を及ぼす国際原油価格について、４月はブレント原油(国際的な

原油指標)期近物の終値ベースで105.62米ドルから始まり、ウクライナ情勢の緊迫化やリビアの原油

輸出港の操業開始遅延観測を背景に、４月24日には110.33米ドルまで上昇しました。その後、５月は

107米ドルから110米ドルの間で推移しましたが、６月に入るとイラク情勢緊迫化への懸念から原油価

格は上昇し、６月19日には2013年９月以来の高値である115.06米ドルに達しました。７月にはリビア

の原油出荷再開等から急落し、８月１日には104.84米ドルまで下落しました。８月はイスラム国の勢

力伸張や米国原油在庫の増減等の強弱材料のため、101米ドルから105米ドルの間で推移しましたが、

９月以降はIEA等のエネルギー機関および、OPECによる2015年の原油需要見通しの下方修正等を背景

に再び急落しました。その後、OPECの減産観測により一時反発する場面もありましたが、９月下旬は

再び下落に転じ、94.67米ドルで第２四半期を終えました。なお、当第２四半期連結累計期間の原油

の当社グループ販売平均価格は、105.75米ドルとなりました。　

一方、業績に重要な影響を与えるもう一つの要因である為替相場ですが、当期は１米ドル103円近

辺で始まりました。期初は日銀の追加金融緩和期待や堅調な株式相場に後押しされたリスク選好ムー

ドの高まりを背景に、104円台前半まで円安が進む局面もありましたが、日米の金融政策の見通しに

大きな変化が見られない中、概ね101～103円の狭いレンジで方向感に乏しい展開となりました。しか

し、８月下旬に発表された７月の米FOMC議事要旨やイエレン米FRB議長の講演で米経済指標次第で利

上げ開始時期が早まる可能性が示され、米国の早期利上げ観測が高まると、従来のレンジを円安方向

に抜け、円安基調となりました。その後も、９月中旬の米FOMC後に発表された同メンバーによる政策

金利見通しが上方修正されるなど米金利先高観の強い中、一本調子で円安が進み、９月下旬には2008

年８月以来の円安水準である109円台後半まで円が売られました。期末公示仲値(TTM)は前期末から６

円53銭円安の109円45銭となりました。なお、当社グループ売上の期中平均レートは、前年同期に比

べ、４円05銭円安の１米ドル102円82銭となりました。

このような事業環境の中、当第２四半期連結累計期間は期中平均レートが円安に推移したことによ

り、売上高は前年同期比126億円、1.9%増の6,631億円となりました。このうち原油売上高は前年同期

比108億円、2.5％増の4,376億円、天然ガス売上高は前年同期比19億円、0.9％増の2,167億円となり

ました。当第２四半期連結累計期間の販売数量は、原油が前年同期比530千バレル、1.3％減少の

40,048千バレルとなりました。天然ガスは、前年同期比7,614百万立方フィート、4.8％減少の

152,056百万立方フィートとなりました。このうち、海外天然ガスは、前年同期比7,913百万立方

フィート、6.1％減少の122,362百万立方フィートとなり、国内天然ガスは、前年同期比８百万立方

メートル、1.0％増加の796百万立方メートル、立方フィート換算では29,694百万立方フィートとなっ

ております。販売価格は、海外原油売上の平均価格が１バレル当たり105.75米ドルとなり、前年同期

比0.46米ドル、0.4％の下落となりました。海外天然ガス売上の平均価格は千立方フィート当たり

12.78米ドルとなり、前年同期比0.05米ドル、0.4％の下落となりました。また、国内天然ガスの平均
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価格は１立方メートル当たり57円14銭となり、前年同期比７円46銭、15.0％の上昇となっておりま

す。売上高の平均為替レートは１米ドル102円82銭となり、前年同期比４円05銭、4.1％の円安となり

ました。

　売上高の増加額126億円を要因別に分析しますと、原油及び天然ガスの売上高に関し、販売数量の

減少により159億円の減収要因、販売単価の上昇により49億円の増収要因、為替は売上の平均為替

レートが円安になったことにより238億円の増収要因、その他の売上高は１億円の減収要因となりま

した。

　一方、売上原価は、主にADMA鉱区における減価償却費の増加及び平均為替が円安に推移したことに

より、前年同期比85億円、3.4％増の2,578億円となりました。探鉱費は主に中東・アフリカ地域での

探鉱活動が減少したことにより、前年同期比11億円、7.0％減の155億円となりました。販売費及び一

般管理費は前年同期比27億円、6.8％増の430億円となりました。以上の結果、営業利益は前年同期比

24億円、0.7％増の3,467億円となりました。

　営業外損益では、為替差益や持分法投資利益が増加したことにより、営業外収益が、前年同期比

118億円、64.3％増の301億円となりました。一方、営業外費用は、前年同期比35億円、29.6％減の84

億円となりました。この結果、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は前年同期比178億円、5.1％

増の3,684億円となりました。

　法人税、住民税及び事業税は前年同期比505億円、22.2％増の2,783億円、法人税等調整額は△３億

円となり、少数株主損益調整前四半期純利益は前年同期比102億円、12.7％増の905億円となりまし

た。少数株主利益は17億円となり、以上の結果、四半期純利益は前年同期比86億円、10.8％増の887

億円となりました。

　

セグメント別の業績は次のとおりであります。

　

① 日本

天然ガスの販売数量の増加やガス価の上昇により、売上高は前年同期比66億円、12.8％増の587億

円となり、営業利益は前年同期比13億円、21.5％増の77億円となりました。

　

② アジア・オセアニア

為替が円安に推移したものの、販売数量の減少等により、売上高は前年同期比96億円、4.0％減の

2,288億円となりましたが、営業利益は作業費等の減少により前年同期比33億円、2.8％増の1,203億

円となりました。

　

③ ユーラシア(欧州・NIS諸国)

油価は下落したものの、販売数量の増加や為替が円安に推移したことにより、売上高は前年同期比

73億円、13.6％増の614億円となりましたが、営業利益は作業費等の増加により前年同期比１億円、

0.6％減の261億円となりました。

　

④ 中東・アフリカ

販売数量の減少や油価の下落があったものの、為替が円安に推移したことにより、売上高は前年同

期比69億円、2.3％増の3,078億円となり、営業利益は前年同期比15億円、0.8％増の2,052億円となり

ました。

　

⑤ 米州

販売数量の減少があったものの、ガス価の上昇や為替が円安に推移したことにより、売上高は前年

同期比13億円、26.6％増の62億円となりましたが、探鉱費の増加等により、営業損失は前年同期比34

億円、83.1％増の75億円となりました。

　

(2)財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は４兆2,237億円となり、前連結会計年度末の４兆381

億円と比較して1,856億円の増加となりました。資産増加の主な内訳は、建設仮勘定の増加により有

形固定資産が2,317億円増加したことによるものです。
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　一方、負債は１兆1,020億円で、前連結会計年度末の１兆421億円と比較して599億円の増加となり

ました。このうち流動負債は3,858億円で、前連結会計年度末比101億円の増加、固定負債は7,162億

円で、前連結会計年度末比498億円の増加となりました。

　純資産は３兆1,216億円となり、前連結会計年度末比1,256億円の増加となりました。このうち、少

数株主持分は2,155億円で、前連結会計年度末比106億円の増加となりました。

　

(3)連結キャッシュフローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は、期首の1,175億円に当第２四

半期中に増加した資金115億円を加えた1,290億円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における営業活動、投資活動及び財務活動によるキャッシュ・フローの

状況及びそれらの要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は、前年同期比480億円増の1,192億円となりました。これは主に、税

金等調整前四半期純利益が増加したことに加え、法人税等の支払額が減少したことによるものであり

ます。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は、前年同期比742億円減の1,142億円となりました。これは主に、有

価証券の売却及び償還による収入の減少や有形固定資産の取得による支出の増加があった一方、定期

預金の払戻による収入の増加や長期預金の預入による支出の減少があったことによるものでありま

す。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果得られた資金は、前年同期比221億円減の32億円となりました。これは主に、長期

借入れによる収入が減少したことによるものであります。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、そ

の内容等（旧会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

①基本方針の内容

当社グループは、バランスの取れた資産ポートフォリオ、国際的な有力中堅企業としてのプレゼ

ンスおよび高い水準のオペレーターとしての技術力等を最大限に活かし、既発見の大規模油ガス田

の早期商業生産を達成するとともに、今後とも優良な油ガス田を積極的に獲得するための投資強化

を通じ、国際競争力のある我が国の中核的企業として、企業価値のさらなる向上を目指して積極的

な事業展開に努めてまいります。

 

②財産の有効な活用および不適切な支配の防止のための取り組み

当社グループは、健全な財務体質のさらなる強化を図りつつ、石油・天然ガス資源の安定的かつ

効率的な供給を可能とするために事業基盤の拡大を目指し、探鉱・開発活動および供給インフラの

整備・拡充等に積極的な投資を行います。当社は、これらの活動を通じた石油・天然ガスの保有埋

蔵量および生産量の維持・拡大による持続的な企業価値の向上と配当による株主の皆様への直接的

な利益還元との調和を、中長期的な視点を踏まえつつ図ってまいります。

また、当社は、投機的な買収や外資による経営支配等の可能性を排除するため、経済産業大臣に

対し甲種類株式を発行しております。その内容は、ⅰ)取締役の選解任、ⅱ)重要な資産の全部また

は一部の処分等、ⅲ)当社の目的および当社普通株式以外の株式への議決権(甲種類株式に既に付与

された種類株主総会における議決権を除く。)の付与に係る定款変更、ⅳ)統合、ⅴ)資本金の額の

減少、ⅵ)解散、に際し、一定の要件を充たす場合に甲種類株主総会を開催し、甲種類株主が平成
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20年経済産業省告示第220号に定める議決権行使のガイドラインに則り、議決権を行使できるもの

としております。

当該ガイドラインでは、上記ⅰ)およびⅳ)に係る決議については、「中核的企業として我が国向

けエネルギー安定供給の効率的な実現に果たすべき役割に背反する形での経営が行われていく蓋然

性が高いと判断される場合」、上記ⅲ)の当社普通株式以外の株式への議決権(甲種類株式に既に付

与された種類株主総会における議決権を除く。)の付与に係る定款変更の決議については、「甲種

類株式の議決権行使に影響を与える可能性のある場合」、上記ⅱ)、ⅲ)当社の目的に係る定款変

更、ⅴ)およびⅵ)に係る決議については、「中核的企業として我が国向けエネルギー安定供給の効

率的な実現に果たすべき役割に否定的な影響が及ぶ蓋然性が高いと判断される場合」のみ否決する

ものとされております。

さらに、当社の子会社定款においても子会社が重要な資産処分等を行う際に、上記ⅱ)の重要な

資産の全部または一部の処分等に該当する場合には、当該子会社の株主総会決議を要する旨を定め

ており、この場合も当社取締役会の決議に加え、甲種類株主総会の決議を必要としています。

　③上記②の取り組みについての取締役会の判断

上記②の取り組みは、中長期的に安定した収益力の確保と持続的な企業価値の向上を目指すもの

であり、上記①の基本方針に沿うものであります。

また、上記②の甲種類株式は、拒否権の対象が限定され、その議決権行使も平成20年経済産業省

告示第220号に定めるガイドラインに則り行われることから、経営の効率性・柔軟性を不当に阻害

しないよう透明性を高くした必要最小限の措置であり、会社役員の地位の維持や株主の皆様の共同

の利益を損なうことを目的とするものではないと考えております。

　

(5)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は３百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,600,000,000

甲種類株式 1

計 3,600,000,001
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,462,323,600 1,462,323,600
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。その内容の詳細は(注)１
をご参照下さい。

甲種類株式 1 1 非上場・非登録
単元株式数は1株でありま
す。その内容の詳細は(注)２
及び３をご参照下さい。

計 1,462,323,601 1,462,323,601 ― ―
 

(注) １　株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。

　

２　甲種類株式の内容は次のとおりであります。

　

１　議決権

甲種類株式は当会社株主総会において議決権を有しない。ただし、法令に別段の定めがある場合はこの限

りではない。

　

２　剰余金の配当および中間配当

甲種類株式に対する剰余金の配当または中間配当は、当会社普通株式に対する剰余金の配当または中間配

当の額に400を乗じて算出される額にて行われる。

　

３　残余財産の分配

甲種類株主は当会社普通株式に対する残余財産分配の金額に400を乗じて算出される額の残余財産分配請

求権を有する。

　

４　甲種類株主総会の決議を要する事項に関する定め

次の場合においては、甲種類株主による種類株主総会の決議を経なければならない。なお、当会社株主総

会の招集通知を発する場合、当会社は、甲種類株主に対して、当該招集通知の写しを送付するとともに、

甲種類株主総会の開催の有無につき通知するものとする。甲種類株主総会を開催する旨の通知は甲種類株

主総会の招集通知を発することによりなされるものとする。

(1) 取締役の選任または解任にかかる当会社株主総会決議時点において、当会社普通株式にかかる総株主の

議決権の100分の20以上を公的主体以外の当会社普通株式の単一の株主または単一の株主とその共同保

有者が保有していた場合(ただし、かかる場合にあたるかにつき、当該株主総会にかかる基準日現在の

株主を前提に判断するものとする。)(以下、「取締役の選任または解任における100分の20要件」とい

う。)の当該取締役の選任または解任

(2) 当会社の重要な資産の処分等を行おうとする場合

(3) 当会社子会社が重要な資産の処分等を行おうとする場合に、当会社子会社の株主総会において当会社が

議決権を行使しようとする場合
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(4) 以下の事項に関する定款変更を行おうとする場合(当会社が合併、株式交換、株式移転を行おうとする

場合において、合併契約、株式交換契約、株式移転契約、またはこれらを目的とする契約において定款

変更の定めが含まれる場合の当該定款変更に関する甲種類株主総会の要否、および当会社が株式移転を

する場合において、新設持株会社の定款の規定が当会社の定款の規定と異なる場合の当該株式移転契約

の承認に関する甲種類株主総会の要否については、下記(5)の規定によれば合併、株式交換、株式移転

に関する甲種類株主総会の決議が不要な場合であっても、本規定に従ってこれを決する。)

①　当会社の目的

②　当会社普通株式以外の株式への議決権(甲種類株式に既に付与された種類株主総会における議決権を

除く。)の付与

(5) 当会社が合併、株式交換、株式移転を行おうとする場合。ただし、以下の各号に該当する場合を除く。

①　合併において当会社が存続会社となる場合。ただし、合併完了時点において当会社普通株式にかかる

総株主の議決権の100分の20以上を公的主体以外の単一の株主または単一の株主とその共同保有者が

保有することとなる場合(ただし、かかる場合にあたるかにつき、当該合併を承認する各当事会社の

株主総会にかかる基準日現在の株主を前提に判断するものとする。)(以下、「合併における100分の

20要件」という。)を除く。

②　株式交換において当会社が完全親会社となる場合。ただし、株式交換完了時点において当会社普通株

式にかかる総株主の議決権の100分の20以上を公的主体以外の単一の株主または単一の株主とその共

同保有者が保有することとなる場合(ただし、かかる場合にあたるかにつき、当該株式交換を承認す

る各当事会社の株主総会にかかる基準日現在の株主を前提に判断するものとする。)(以下、「株式交

換における100分の20要件」という。)を除く。

③　株式移転において新設持株会社を設立する場合で、甲種類株主が当社定款上有する権利と同等の権利

を有する当該新設持株会社の種類株式が甲種類株主に付与されることが、株式移転のための株主総会

で決議された場合。ただし、株式移転完了時点において新設持株会社普通株式にかかる総株主の議決

権の100分の20以上を公的主体以外の単一の株主または単一の株主とその共同保有者が保有すること

となる場合(ただし、かかる場合にあたるかにつき、当該株式移転を承認する各当事会社の株主総会

にかかる基準日現在の株主を前提に判断するものとする。)(以下、「株式移転における100分の20要

件」という。)を除く。

(6) 当会社の株主への金銭の払い戻しを伴う当会社の資本金の額の減少を行おうとする場合

(7) 当会社が株主総会決議により解散をする場合

(8) 100分の20要件に関するみなし規定

①　取締役の選任または解任

取締役の選任または解任について甲種類株主総会の招集通知が発送された場合は、取締役の選任また

は解任における100分の20要件が当該決議の対象となった取締役の選任または解任にかかる当会社株

主総会決議時点において充足されていたものとみなす。

甲種類株主は、取締役の選任または解任について甲種類株主総会を開催しない旨の通知を受領した場

合においても、当会社株主総会において取締役を選任または解任する旨の決議がなされた場合には、

当会社に対し、甲種類株主総会を開催すべき旨の異議を申し立てることができる。甲種類株主による

異議申立てなく株主総会決議後２週間以内の異議申立て期間が経過した場合は、取締役の選任または

解任における100分の20要件が当該取締役の選任または解任にかかる当会社株主総会決議時点におい

て充足されていなかったものとみなす。

②　合併、株式交換、株式移転

当会社が合併、株式交換、株式移転をする場合において甲種類株主総会の招集通知が発送された場合

は、合併における100分の20要件、株式交換における100分の20要件および株式移転における100分の

20要件が、当該合併、株式交換または株式移転にかかる当会社株主総会決議の時点において充足され

ていたものとみなす。

甲種類株主は、当会社が合併、株式交換、株式移転をする場合において甲種類株主総会を開催しない

旨の通知を受領した場合においても、当会社株主総会において当会社にかかる合併、株式交換、株式

移転を行う旨の決議がなされた場合には、当会社に対し、甲種類株主総会を開催すべき旨の異議を申

し立てることができる。甲種類株主による異議申立てなく株主総会決議後２週間以内の異議申立て期

間が経過した場合は、合併における100分の20要件、株式交換における100分の20要件、株式移転にお

ける100分の20要件が、当該合併、株式交換、株式移転にかかる当会社株主総会決議の時点において

充足されていなかったものとみなす。

　

５　甲種類株式の取得請求権および取得条項に関する定め

(1) 甲種類株主は、いつでも、当会社に対し、書面によって、金銭の交付と引き換えに当会社が甲種類株式

を取得することを請求することができる。

(2) 当会社は、甲種類株式が公的主体以外の者に譲渡された場合、取締役会の決議により、当該譲受人の意

思にかかわらず、金銭の交付と引き換えに甲種類株式を取得することができる。なお、甲種類株主は、

甲種類株式を譲渡する場合には、当会社に対して、その旨および相手先の名称を、事前に通知しなけれ

ばならない。
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(3) 甲種類株式の取得価格は、上記(1)の場合は取得請求日、上記(2)の場合は取得日の前日(以下あわせて

「取得価格基準日」という。)の時価に400を乗じて算出される額によることとする。当会社普通株式が

東京証券取引所に上場されている場合は、当会社普通株式一株あたりの東京証券取引所における取得価

格基準日の終値と同一の価格をもって取得価格基準日の時価とする。取得価格基準日の終値が存在しな

い場合には、同日より前の最も直近の日における終値によることとする。

　

６　定義

甲種類株式にかかる上記事項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。

(1) 「親会社」とは、他の会社等の財務及び営業又は事業の方針を決定する機関(株主総会その他これに準

ずる機関をいう。以下「意思決定機関」という。)を支配している会社等をいう。以下、他の会社等の

意思決定機関を支配している者とは、次の各号に掲げる者をいう。

①　他の会社等の議決権(種類株式の議決権を除く。以下種類株式の議決権につき言及する場合を除き同

じ。)の過半数を自己の計算において所有している者

②　他の会社等の議決権の100分の40以上、100分の50以下を自己の計算において所有している者であっ

て、かつ、次に掲げるいずれかの要件に該当する者

イ　自己の計算において所有している議決権と自己と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な

関係があることにより自己の意思と同様に議決権を行使すると認められる者及び自己の意思と同様

に議決権を行使することに同意している者が所有している議決権とを合わせて、他の会社等の議決

権の過半数を占めていること。

ロ　役員若しくは使用人である者、又はこれらであった者で自己が他の会社等の財務及び営業または事

業の方針の決定に関して影響を与えることができる者が、当該他の会社等の取締役会その他これに

準ずる機関の構成員の過半数を占めていること。

ハ　他の会社等の重要な財務及び営業又は事業の方針の決定を支配する契約等が存在すること。

ニ　他の会社等の資金調達額(貸借対照表の負債の部に計上されているものに限る。)の総額の過半につ

いて融資(債務の保証及び担保の提供を含む。以下同じ。)を行っていること(自己と出資、人事、

資金、技術、取引等において緊密な関係のある者が行う融資の額を合わせて資金調達額の総額の過

半となる場合を含む。)。

ホ　その他他の会社等の意思決定機関を支配していることが推測される事実が存在すること。

③　自己の計算において所有している議決権と自己と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関

係があることにより自己の意思と同様に議決権を行使すると認められる者及び自己の意思と同様に議

決権を行使することに同意している者が所有している議決権とを合わせた場合(自己の計算において

議決権を所有していない場合を含む。)に他の会社等の議決権の過半数を占めている者であって、か

つ、前号ロからホまでに掲げるいずれかの要件に該当する者

④　他の会社等の種類株式(議決権のないものを除く。)のうちある種類のものについて、その議決権の過

半数を自己の計算において所有している者

(2) 「会社等」とは、会社、組合その他これらに準ずる事業体(外国におけるこれらに相当するものを含

む。)をいう。

(3) 「関連会社」とは、ある者(その者が子会社を有する場合には、当該子会社を含む。)が、出資、人事、

資金、技術、取引等の関係を通じて、子会社以外の他の会社等の財務および営業または事業の方針の決

定に対して重要な影響を与えることができる場合における当該子会社以外の他の会社等をいう。ある者

が他の者(個人を含む。)の関連会社である場合の他の者もある者の関連会社とみなす。子会社以外の他

の会社等の財務および営業または事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができる場合と

は、次の各号に掲げる場合をいう。

①　子会社以外の他の会社等の議決権の100分の20以上を自己の計算において所有している場合

②　子会社以外の他の会社等の議決権の100分の15以上、100分の20未満を自己の計算において所有してい

る場合であって、かつ、次に掲げるいずれかの要件に該当する場合

イ　役員もしくは使用人である者、またはこれらであった者で自己が子会社以外の他の会社等の財務お

よび営業または事業の方針の決定に関して影響を与えることができる者が、当該子会社以外の他の

会社等の代表取締役、取締役またはこれらに準ずる役職に就任していること。

ロ　子会社以外の他の会社等に対して重要な融資を行っていること。

ハ　子会社以外の他の会社等に対して重要な技術を提供していること。

ニ　子会社以外の他の会社等との間に重要な販売、仕入れその他の営業上または事業上の取引があるこ

と。

ホ　その他子会社以外の他の会社等の財務および営業または事業の方針の決定に対して重要な影響を与

えることができることが推測される事実が存在すること。

③　自己の計算において所有している議決権と自己と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関

係があることにより自己の意思と同様に議決権を行使すると認められる者および自己の意思と同様に

議決権を行使することに同意している者が所有している議決権とを合わせた場合(自己の計算におい

て議決権を所有していない場合を含む。)に子会社以外の他の会社等の議決権の100分の20以上を占め

ているときであって、かつ、前号イからホまでに掲げるいずれかの要件に該当する場合
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(4) 「共同保有者」とは、以下のいずれかに該当する者を総称していう。

①　単一の株主が、当会社の株式の他の保有者と協力して、当会社の経営に継続的に影響を与えることを

合意している場合の当該他の保有者

②　単一の株主の配偶者、親会社もしくはその意思決定機関を支配する個人、子会社もしくは関連会社、

または単一の株主の親会社もしくはその意思決定機関を支配する個人の単一の株主以外の子会社で

あって当会社の株式を保有している者

③　①に定める他の保有者の配偶者、親会社もしくはその意思決定機関を支配する個人、子会社もしくは

関連会社であって当会社の株式を保有している者

④　単一の株主の配偶者の子会社または関連会社(単一の株主およびその配偶者夫婦の事情をあわせ考慮

した場合に当該夫婦の子会社または関連会社となる者を含む。)であって当会社の株式を保有してい

る者

⑤　①に定める他の保有者の配偶者の子会社または関連会社(①に定める他の保有者およびその配偶者夫

婦の事情をあわせ考慮した場合に当該夫婦の子会社または関連会社となる者を含む。)であって当会

社の株式を保有している者

(5) 「甲種類株式」とは、当会社の定款第３章に規定する種類株式をいう。

(6) 「公的主体」とは、国又は国が全額出資する独立行政法人をいう。

(7) 「子会社」とは、会社等又は個人が他の会社等の意思決定機関を支配している場合の当該他の会社等を

いい、親会社及び子会社、子会社の意思決定機関を支配する個人及び子会社、又は子会社が、他の会社

等の意思決定機関を支配している場合における当該他の会社等も、その親会社又は個人の子会社とみな

す。

(8) 「重要な資産の処分等」とは、当会社または当会社子会社における、資産の売却、事業譲渡、現物出

資、会社分割(ただし、現物出資または会社分割の実施後、当会社が、出資先会社または会社分割にお

ける承継会社もしくは新設会社の、親会社となる場合を除く。)、および担保設定その他の処分、なら

びに当会社子会社株式・持分の売却(ただし、当会社が直接株式を所有している子会社の場合を除き、

当会社子会社株式・持分の売却後、当会社が当該子会社の、親会社となる場合を除く。)その他の処分

で、当該処分により当会社または当会社子会社が受領する対価もしくは担保設定額が直近に作成された

当会社監査済連結財務諸表における総資産の100分の20以上である場合または直近に作成された連結財

務諸表における連結売上高において当該処分にかかる資産による売上高の占める割合が100分の20以上

である場合のいずれかをいう。なお、当会社子会社株式・持分の売却には、合併、株式交換、株式移転

および当会社連結子会社が行う第三者割当増資(ただし、当会社が直接株式を所有している子会社の場

合を除き、合併、株式交換、株式移転または第三者割当増資の実施後、当会社が合併による存続会社も

しくは新設会社、株式交換もしくは株式移転における完全親会社、または第三者割当増資を行った当会

社子会社の、親会社となる場合を除く。)を含むものとする。また、当会社子会社株式・持分の売却の

場合、当会社または当会社子会社が受領する対価は、株式・持分の売却の場合は当会社子会社の一株・

一出資口あたり売却価格に売却直前時点における当該子会社の発行済株式・出資口総数を乗じた金額、

合併、株式交換、株式移転の場合は合併比率(合併により解散する会社の株主・社員の所有する一株・

一出資口についての、存続会社または新設会社の株式・持分の割当の比率をいう。以下同じ。)、株式

交換比率(株式交換により完全子会社となる会社の株主の所有する一株についての、完全親会社となる

会社の株式・持分の割当の比率をいう。以下同じ。)、株式移転比率(株式移転により完全子会社となる

会社の株主の所有する一株についての、設立される完全親会社の株式の割当の比率をいう。以下同

じ。)を算出するにあたり使用された当会社子会社の一株・一出資口あたりの価値に合併、株式交換、

株式移転直前時点における当該子会社の発行済株式・出資口総数を乗じた金額、第三者割当増資の場合

は第三者割当増資における当会社子会社の一株・一出資口あたりの払込金額等に第三者割当増資直後の

当該子会社の発行済株式・出資口総数を乗じた金額に、それぞれ対象となる当会社子会社の直近に作成

された監査済貸借対照表における有利子負債(以下「有利子負債」という。)の総額に相当する金額を加

算した金額とみなす。会社分割および事業譲渡の場合、当会社または当会社子会社が受領する対価は、

当会社または当会社子会社が受領する金銭、株式その他の金額(金銭以外の資産については会社分割及

び事業譲渡における当該資産の評価額をいう。)に、会社分割または事業譲渡において当会社または当

会社子会社からの承継の対象とされた有利子負債の総額に相当する金額を加算した金額とみなす。上記

にかかわらず、当会社が直接株式を所有している子会社株式の処分の場合は、当該処分により当会社が

受領する対価もしくは担保設定額が直近に作成された当会社監査済連結財務諸表における総資産の100

分の20以上である場合を「重要な資産の処分等」とする。

(9) 「取得請求日」とは、甲種類株主の書面による当会社に対する甲種類株式の取得請求の通知が、当会社

に到達した日をいう。

(10) 「単一の株主」とは、自己の計算において当会社株式を所有している者のほか、以下に掲げる者を含

む。

①　金銭の信託契約その他の契約または法律の規定に基づき、当会社の株主としての議決権を行使するこ

とができる権限を有する者、または、当該議決権の行使について指図を行うことができる権限を有す

る者(②に該当する者を除く。)

②　投資一任契約(金融商品取引法に規定する投資一任契約をいう。)その他の契約または法律の規定に基

づき、当会社株式に投資をするのに必要な権限を有する者

EDINET提出書類

国際石油開発帝石株式会社(E00043)

四半期報告書

10/30



 

３　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

 

４　株式の種類ごとの議決権の有無及びその理由

(注)２の１に記載のとおり、甲種類株式は当会社株主総会において議決権を有しておりません。(ただし、

法令に別段の定めがある場合はこの限りではありません。)

当会社定款においては、(注)２の４に記載のとおり、経営上の一定の重要事項の決定について、株主総会又

は取締役会の決議に加え、甲種類株式に係る種類株主総会の決議が必要である旨が定められております。こ

のような機能を有する甲種類株式を経済産業大臣が保有することにより、当会社に対する経営支配や投機目

的による敵対的買収等の危険を防止する手段として有効なものと考えられるとともに、ナショナル・フラッ

グ・カンパニーとして我が国向けエネルギーの安定供給の効率的実現の一翼を担うことが期待され、対外的

な交渉や信用などの面で積極的な効果も期待できること等が、甲種類株式を発行した目的であります。

　

５　株式の保有に係る特記事項

甲種類株式は経済産業大臣によって保有されています。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年９月30日 ― 1,462,323,601 ― 290,809 ― 1,023,802
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(6) 【大株主の状況】

所有株式数別

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

経済産業大臣(注)１ 東京都千代田区霞が関一丁目３番１号 276,922,801 18.94

石油資源開発株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目７番12号 106,893,200 7.31

三井石油開発株式会社 東京都港区西新橋一丁目２番９号 51,554,000 3.53

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 46,740,300 3.20

ＪＸホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番３号 43,810,800 3.00

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 40,932,200 2.80

ザ チェース マンハッタン バン
ク エヌエイ ロンドン エス エ
ル オムニバス アカウント
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD, ENGLAND
（東京都中央区月島四丁目16番13号）

40,436,461 2.77

ステート　ストリート　バン
ク　アンド　トラスト　カンパ
ニー５０５２２３
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
（東京都中央区月島四丁目16番13号）

26,089,952 1.78

ジェーピー　モルガン　チェー
ス　バンク　３８５６３２
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,
E14 5JP, UNITED KINGDOM
（東京都中央区月島四丁目16番13号）

26,062,894 1.78

シービーニューヨークオービス
ファンズ
（常任代理人　シティバンク銀
行株式会社）

LPG BUILDING 34 BERMUDIANA ROAD HAMILTON
HM 11 BERMUDA
（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

20,667,450 1.41

計 ― 680,110,058 46.51
 

(注) １　経済産業大臣の所有株式数には甲種類株式１株が含まれております。

２　ＭＦＳインベストメント・マネジメント株式会社及びその共同保有者であるマサチューセッツ・ファイナン

シャル・サービセズ・カンパニーから平成26年６月19日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書によ

り、平成26年６月13日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四

半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。　

　　なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

　

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

ＭＦＳインベストメント・マネ
ジメント株式会社

東京都千代田区霞が関一丁目４番２号　 大
同生命霞が関ビル

2,723,900 0.19

マサチューセッツ・ファイナン
シャル・サービセズ・カンパ
ニー

111 　Huntington 　Avenue, 　Boston, 　
Massachusetts, 02199 U.S.A.

71,307,238 4.88
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所有議決権数別

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数

(個)

総株主の議決権
に対する

所有議決権数
の割合(％)

経済産業大臣 東京都千代田区霞が関一丁目３番１号 2,769,228 18.96

石油資源開発株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目７番12号 1,068,932 7.32

三井石油開発株式会社 東京都港区西新橋一丁目２番９号 515,540 3.53

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 467,403 3.20

ＪＸホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番３号 438,108 3.00

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 409,322 2.80

ザ チェース マンハッタン バン
ク エヌエイ ロンドン エス エ
ル オムニバス アカウント
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD, ENGLAND
（東京都中央区月島四丁目16番13号）

404,364 2.77

ステート　ストリート　バン
ク　アンド　トラスト　カンパ
ニー５０５２２３
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
（東京都中央区月島四丁目16番13号）

260,899 1.79

ジェーピー　モルガン　チェー
ス　バンク　３８５６３２
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,
E14 5JP, UNITED KINGDOM
（東京都中央区月島四丁目16番13号）

260,628 1.78

シービーニューヨークオービス
ファンズ
（常任代理人　シティバンク銀
行株式会社）

LPG BUILDING 34 BERMUDIANA ROAD HAMILTON
HM 11 BERMUDA
（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

206,674 1.42

計 ― 6,801,098 46.57
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 甲種類株式　　　   1 ―

甲種類株式の内容は、「１株式等の
状況」の「(1)株式の総数等」の
「②発行済株式」の注記２に記載し
ております。

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式    1,966,400

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,460,344,600 14,603,446 同上

単元未満株式 12,600　　　　 ― ―

発行済株式総数 1,462,323,601　 ― ―

総株主の議決権 ― 14,603,446 ―
 

 

 

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
国際石油開発帝石株式会社

東京都港区赤坂五丁目３
番１号

1,966,400 ― 1,966,400 0.13

計 ― 1,966,400 ― 1,966,400 0.13
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

 

 

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７

月１日から平成26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受

けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 650,187 775,336

  受取手形及び売掛金 110,395 113,364

  有価証券 201,000 191,486

  たな卸資産 ※1  25,485 ※1  30,034

  その他 170,779 192,536

  貸倒引当金 △17,643 △17,700

  流動資産合計 1,140,204 1,285,056

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 145,936 141,145

   坑井（純額） 25,348 24,436

   機械装置及び運搬具（純額） 112,898 108,543

   土地 19,736 19,723

   建設仮勘定 626,520 858,570

   その他（純額） 21,339 31,111

   有形固定資産合計 951,779 1,183,529

  無形固定資産   

   のれん 81,080 77,699

   その他 358,098 360,920

   無形固定資産合計 439,178 438,620

  投資その他の資産   

   投資有価証券 476,407 374,531

   生産物回収勘定 685,990 720,675

   その他 472,175 354,978

   貸倒引当金 △885 △876

   生産物回収勘定引当金 △123,483 △130,201

   探鉱投資引当金 △3,226 △2,573

   投資その他の資産合計 1,506,977 1,316,534

  固定資産合計 2,897,935 2,938,684

 資産合計 4,038,139 4,223,741
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 46,811 54,636

  短期借入金 21,954 28,024

  未払法人税等 91,198 88,890

  探鉱事業引当金 9,816 8,447

  役員賞与引当金 110 54

  資産除去債務 2,353 1,775

  その他 203,425 204,019

  流動負債合計 375,670 385,848

 固定負債   

  長期借入金 561,674 591,784

  退職給付に係る負債 7,793 7,591

  事業損失引当金 6,977 7,420

  特別修繕引当金 234 212

  資産除去債務 25,954 43,296

  その他 63,798 65,931

  固定負債合計 666,432 716,237

 負債合計 1,042,102 1,102,085

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 290,809 290,809

  資本剰余金 679,287 679,287

  利益剰余金 1,532,876 1,608,715

  自己株式 △5,248 △5,248

  株主資本合計 2,497,725 2,573,564

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 44,737 44,651

  繰延ヘッジ損益 △17,578 △25,724

  為替換算調整勘定 266,224 313,583

  その他の包括利益累計額合計 293,382 332,510

 少数株主持分 204,928 215,580

 純資産合計 2,996,036 3,121,655

負債純資産合計 4,038,139 4,223,741
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 650,478 663,140

売上原価 249,245 257,826

売上総利益 401,232 405,313

探鉱費 16,678 15,508

販売費及び一般管理費 ※1  40,319 ※1  43,074

営業利益 344,234 346,731

営業外収益   

 受取利息 8,783 5,388

 受取配当金 2,198 2,260

 持分法による投資利益 － 7,971

 為替差益 － 5,302

 その他 7,389 9,268

 営業外収益合計 18,372 30,191

営業外費用   

 支払利息 1,140 1,233

 持分法による投資損失 3,442 －

 生産物回収勘定引当金繰入額 416 4,902

 探鉱事業引当金繰入額 620 1

 為替差損 1,261 －

 その他 5,080 2,287

 営業外費用合計 11,961 8,425

経常利益 350,645 368,497

税金等調整前四半期純利益 350,645 368,497

法人税、住民税及び事業税 227,771 278,365

法人税等調整額 42,584 △388

法人税等合計 270,356 277,976

少数株主損益調整前四半期純利益 80,288 90,520

少数株主利益 207 1,773

四半期純利益 80,080 88,747
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 80,288 90,520

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 18,115 △80

 繰延ヘッジ損益 △20,887 －

 為替換算調整勘定 98,306 46,702

 持分法適用会社に対する持分相当額 △12,068 △9,564

 その他の包括利益合計 83,465 37,057

四半期包括利益 163,753 127,577

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 160,852 127,874

 少数株主に係る四半期包括利益 2,900 △296
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 350,645 368,497

 減価償却費 23,958 25,635

 のれん償却額 3,380 3,380

 生産物回収勘定引当金の増減額(△は減少) 5,892 7,231

 探鉱事業引当金の増減額(△は減少) △15,898 △1,363

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 122 －

 その他の引当金の増減額（△は減少） 765 △371

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 47

 受取利息及び受取配当金 △10,982 △7,649

 支払利息 1,140 1,233

 為替差損益（△は益） 6,040 2,038

 持分法による投資損益（△は益） 3,442 △7,971

 生産物回収勘定(資本支出)の回収額 30,903 36,663

 生産物回収勘定(非資本支出)の増加額 △20,937 △33,158

 売上債権の増減額（△は増加） △8,701 △3,075

 たな卸資産の増減額（△は増加） △6,525 △4,609

 仕入債務の増減額（△は減少） 4,819 7,798

 その他 △15,775 △10,388

 小計 352,288 383,939

 利息及び配当金の受取額 10,600 12,803

 利息の支払額 △952 △1,186

 法人税等の支払額 △290,715 △276,307

 営業活動によるキャッシュ・フロー 71,220 119,249

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △70,032 △142,565

 定期預金の払戻による収入 98,409 318,297

 長期預金の預入による支出 △296,390 △112,181

 長期預金の払戻による収入 15,000 －

 有形固定資産の取得による支出 △139,149 △228,017

 有形固定資産の売却による収入 263 28

 無形固定資産の取得による支出 △2,366 △2,475

 有価証券の売却及び償還による収入 179,680 89,052

 投資有価証券の取得による支出 △10,275 △20,036

 投資有価証券の売却及び償還による収入 62,433 44,010

 生産物回収勘定(資本支出)の支出 △53,743 △38,626

 短期貸付金の増減額（△は増加） △3,190 △3,009

 長期貸付けによる支出 △17,333 △2,110

 長期貸付金の回収による収入 74,368 92

 権益取得による支出 △27,076 △17,873

 その他 914 1,128

 投資活動によるキャッシュ・フロー △188,489 △114,287
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 654 572

 長期借入れによる収入 36,403 11,797

 長期借入金の返済による支出 △1,887 △6,830

 少数株主からの払込みによる収入 6,954 14,887

 配当金の支払額 △12,775 △13,144

 少数株主への配当金の支払額 △3,939 △3,939

 その他 △16 △90

 財務活動によるキャッシュ・フロー 25,393 3,253

現金及び現金同等物に係る換算差額 48,082 3,331

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △43,793 11,546

現金及び現金同等物の期首残高 199,858 117,530

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  156,064 ※1  129,077
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【注記事項】

 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる

債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期

間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が246百万円減少し、利益剰余金が235百万

円増加しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響は軽微であります。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１　たな卸資産の内訳は以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

商品及び製品 8,905百万円 6,700百万円

仕掛品 551百万円 1,315百万円

原材料及び貯蔵品 16,028百万円 22,017百万円
 

 

２　偶発債務

(１) 銀行借入に対する債務保証

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
 

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

百万円  百万円

Tangguh Trustee※ 15,484  Tangguh Trustee※ 15,616

Fujian Tranche※ 5,489  Fujian Tranche※ 5,536

サハリン石油ガス開発㈱ 2,457  サハリン石油ガス開発㈱ 2,177

インペックス北カンポス沖石油㈱ 1,617  インペックス北カンポス沖石油㈱ 1,433

従業員(住宅資金借入) 112  従業員(住宅資金借入) 104

Japan Canada Oil Sands Limited 25  Japan Canada Oil Sands Limited 27

　合計 25,186  　合計 24,895
 

　

※MI Berau B.V.及びMIベラウジャパン㈱を通じて参画するタングーLNGプロジェクトの開発資金借入

 

(２) デリバティブ取引に対する保証債務

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

Ichthys LNG Pty Ltd △17,531百万円 △26,401百万円
 

　

上記デリバティブ取引は、イクシスLNGプロジェクトにおける開発費支払いの為替リスクを回避する目的のもの

で、評価損益（△：損失）を記載しております。

 

(３) 完工保証

イクシスLNGプロジェクトファイナンスに関連して、他のプロジェクトパートナーとともに権益比率に応じてプロ

ジェクトの完工までの債務保証をレンダーに差し入れております。（完工保証）

当社分の保証負担額は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

保証負担額（当社分） 600,029百万円 850,320百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

人件費 9,576百万円 11,294百万円

(うち、退職給付費用 379百万円 384百万円)

(うち、役員賞与引当金繰入額 58百万円 53百万円)

輸送費 4,636百万円 4,590百万円

減価償却費 11,862百万円 12,358百万円

のれん償却額 3,380百万円 3,380百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金 573,456百万円 775,336百万円

 預入期間が３ヶ月を超える
 定期預金等

△427,166百万円 △657,203百万円

 有価証券
 (コマーシャルペーパー)

9,774百万円 10,945百万円

 現金及び現金同等物 156,064百万円 129,077百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

　

１． 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

一株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 12,778 3,500 平成25年３月31日 平成25年６月26日

甲種類株式 利益剰余金 0 3,500 平成25年３月31日 平成25年６月26日
 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後とな

るもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

一株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年11月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 13,143 3,600 平成25年９月30日 平成25年12月２日

甲種類株式 利益剰余金 0 3,600 平成25年９月30日 平成25年12月２日
 

　

３．株主資本の著しい変動に関する事項

　　該当事項はありません。

　

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

　

１． 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

一株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 13,143 9 平成26年３月31日 平成26年６月26日

甲種類株式 利益剰余金 0 3,600 平成26年３月31日 平成26年６月26日
 

(注)　当社は、平成25年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき400株の割合で株式分割を行っておりま

す。これに伴い、効力発生日が平成26年６月26日の配当金支払い額に関する一株当たり配当額については、

当該株式分割後の数値で算定しております。なお、甲種類株式（非上場）につきましては、株式分割を実施

致しておりません。これに伴い、甲種類株式の配当については、当該分割前の普通株式と同等になるよう、

定款で定めております。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後とな

るもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

一株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年11月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 13,143 9 平成26年９月30日 平成26年12月１日

甲種類株式 利益剰余金 0 3,600 平成26年９月30日 平成26年12月１日
 

(注)　当社は、平成25年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき400株の割合で株式分割を行っておりま

す。これに伴い、効力発生日が平成26年12月１日の配当金支払い額に関する一株当たり配当額については、

当該株式分割後の数値で算定しております。なお、甲種類株式（非上場）につきましては、株式分割を実施

致しておりません。これに伴い、甲種類株式の配当については、当該分割前の普通株式と同等になるよう、

定款で定めております。

　

３．株主資本の著しい変動に関する事項

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連
結損益計
算書計上

額
(注２)

日本
アジア・
オセアニ

ア

ユーラシ
ア(欧州・
NIS諸国)

中東・
アフリカ

米州 計

売上高         

  外部顧客への売上高 52,099 238,430 54,106 300,879 4,961 650,478 － 650,478

  セグメント間の内部売上
  高又は振替高

－ － － － － － － －

計 52,099 238,430 54,106 300,879 4,961 650,478 － 650,478

セグメント利益又は損失(△) 6,340 117,026 26,258 203,715 △4,145 349,195 △4,961 344,234
 

(注) １　セグメント利益の調整額△4,961百万円は、セグメント間取引消去113百万円及び各報告セグメントに配分し

        ていない全社費用△5,074百万円が含まれております。全社費用の主なものは、報告セグメントに帰属しない

        のれんの償却及び一般管理部門にかかる費用であります。

    ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。　

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連
結損益計
算書計上

額
(注２)

日本
アジア・
オセアニ

ア

ユーラシ
ア(欧州・
NIS諸国)

中東・
アフリカ

米州 計

売上高         

  外部顧客への売上高 58,754 228,806 61,466 307,829 6,282 663,140 － 663,140

  セグメント間の内部売上
  高又は振替高

－ － － － － － － －

計 58,754 228,806 61,466 307,829 6,282 663,140 － 663,140

セグメント利益又は損失(△) 7,700 120,353 26,107 205,266 △7,591 351,836 △5,104 346,731
 

(注) １　セグメント利益の調整額△5,104百万円は、セグメント間取引消去105百万円及び各報告セグメントに配分し

        ていない全社費用△5,210百万円が含まれております。全社費用の主なものは、報告セグメントに帰属しない

        のれんの償却及び一般管理部門にかかる費用であります。

    ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益 54円84銭 60円77銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益(百万円) 80,080 88,747

普通株主に帰属しない金額(百万円) 0 0

（うち甲種類株式に係る四半期純利益金額） (0) (0)

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 80,080 88,747

普通株式の期中平均株式数(株) 1,460,357,200 1,460,357,200
 

 (注) １　当社は、平成25年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき400株の割合で株式分割を行っておりま

         す。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金

         額を算定しております。

     ２ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

平成26年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

　　　(イ) 配当金の総額……………………………………13,143百万円

　　　(ロ) １株当たりの金額………………………………９円

　　　(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成26年12月１日

(注) １　平成26年９月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払い

を行います。

２　甲種類株式（非上場）につきましては、株式分割を実施致しておりません。これに伴い、甲種類株式の

配当については、当該分割前の普通株式と同等になるよう、定款で定めております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

国際石油開発帝石株式会社(E00043)

四半期報告書

29/30



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成26年11月10日

国際石油開発帝石株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    梅　村　一　彦   　　　㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    髙　橋　　聡    　 　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国際石油開発帝

石株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日

から平成26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、国際石油開発帝石株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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